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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第25期
第２四半期
連結累計期間

第26期
第２四半期
連結累計期間

第25期
第２四半期
連結会計期間

第26期
第２四半期
連結会計期間

第25期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（千円） 4,526,8184,828,4112,232,9562,337,6049,155,627

経常利益（千円） 324,641 470,002 112,688 197,059 504,178

四半期（当期）純利益（千円） 178,134 271,387 57,112 115,138 199,895

純資産額（千円） － － 9,018,1159,164,7419,037,766

総資産額（千円） － － 15,202,26514,829,79314,765,262

１株当たり純資産額（円） － － 134,570.62136,758.62134,863.86

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
2,658.184,049.71 852.25 1,718.132,982.89

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 59.3 61.8 61.2

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー（千円）
1,240,5611,120,436 － － 1,812,188

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー（千円）
△566,179△745,121 － － △1,347,085

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー（千円）
△887,664△492,390 － － △1,464,870

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 2,243,4791,339,9171,456,993

従業員数（人） － － 130 133 133

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　      ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について重要な変更はありません。また、主要

な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 133 (181)

　（注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含む。）であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員、アルバイトを含む。）は、当第２四半期連結会計期間

の平均人員を（　）外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 121 (148)

　（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者数

（人材会社からの派遣社員、アルバイトを含む。）は、当第２四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載して

おります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

該当事項はありません。

(2）受注状況

該当事項はありません。

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日） 前年同四半期比（％）　

金額（千円）

放送サービス事業 1,874,076 108.5

通信関連事業 318,828 96.3

映画興行事業 144,699 82.7

合計 2,337,604 104.7

　（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売

実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

 ＫＭＮ株式会社 280,932 12.6 280,458 12.0

３．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

(1）業績の状況

  当第２四半期連結会計期間における、当社グループの経営成績は以下のとおり進捗しております。 

  放送サービス事業においては、４月より「ＶＯＤサービス（ビデオ・オン・デマンド）」の全域提供を開始、９

月にはビデオコンテンツの充実を目的に「ＮＨＫオンデマンド」を追加し、利用促進を図っております。また、６月

からはＤＶＤ内蔵セットトップボックスを使用した新しいデジタルコースとして「デジ録＋（プラス）ＤＶＤ」

の販売を開始し、加入者の利便性向上に努めてまいりました。これにより、主要売上品目である「利用料収入」は

1,238,344千円（前年同期比4.5％増）となり、放送サービス事業全体の売上高は1,874,076千円（同8.5％増）、営

業利益は124,717千円（同124.5％増）となりました。

通信サービス事業においては、大手通信事業者との競合が激化しており、各種キャンペーンを展開し加入者の獲

得に注力してまいりましたが、通信サービス事業全体の売上高は318,828千円（同3.7％減）、営業利益は135,294千

円（同15.8％増）となりました。　

映画興行事業においては、アニメ作品による集客が堅調に推移したものの、売上高は144,699千円（同17.3％

減）、営業利益は2,955千円（同84.6％減）となりました。

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間の業績につきましては、売上高2,337,604千円（同4.7％増）、営業利益

202,397千円（同65.9％増）、経常利益197,059千円（同74.9％増）、四半期純利益115,138千円（同101.6％増）と

なりました。

　

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前四半期純利益

の計上、減価償却費の内部留保、有形固定資産の取得、借入金の返済等を総合し、第１四半期連結会計期間末に比べ

44,664千円の増加となり、当第２四半期連結会計期間末には1,339,917千円となりました。

　また、当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間において営業活動の結果得られた資金は563,845千円（前年同期比186,980千円の増

加）となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益の計上及び減価償却費の内部留保によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は332,421千円（前年同期比152,071千円の増

加）となりました。これは主に、有形固定資産の取得によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間において財務活動の結果使用した資金は186,759千円（前年同期比32,618千円の減

少）となりました。これは主に、借入金の返済によるものです。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　　　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

　　　　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　①提出会社　

　　当第２四半期連結会計期間において、以下の設備を取得いたしました。

事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容
帳簿価額（千円） 従業

員数
（人）

建物及び構築
物

機械装置及び
工具器具備品

土地
（面積㎡）

リース資産 合計

瑞穂サブセンター
（名古屋市瑞穂区）

放送サービス
事業
通信関連事業

無人中継所 － －
87,071

(412.87)
－ 87,071－

　（注）金額には、消費税等を含めておりません。

　

　②国内子会社

　　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 268,000

計 268,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月12日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 67,014 67,014ジャスダック証券取引所
当社は単元株制
度は採用してお
りません。　

計 67,014 67,014 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成21年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商法

に基づき発行された新株引受権（ストックオプション）を含む。）により発行された株式数は含まれておりませ

ん。
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法に基づく新株引受権（ストックオプション）に関する事項は、次のとおりであります。

平成12年12月26日臨時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　－

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　－

新株予約権の目的となる株式の種類   普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）                           1,680（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）                          100,000（注）２

新株予約権の行使期間
　自　平成12年12月26日

　至　平成22年12月25日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

　発行価格　   100,000

　資本組入額　  50,000

新株予約権の行使の条件 　(注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入れその他の処分は認めないものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により株式数を調整し、調整により生ずる１株未満の株式

は切り捨てることといたします。

　　　　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　　　　２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数

は切り上げることといたします。

調整後発行価額＝調整前発行価額×
１

分割・併合の比率

　　　　３．主な行使条件は下記のとおりであります。

(1）対象者が当社取締役又は従業員の地位を喪失した場合、当該取締役又は従業員は、付与された一切の新株

引受権を行使できない。但し、(2)から(4)により規定する場合はこの限りでない。

(2）対象者が、就業時における事故等を理由に退職した場合は、その地位喪失時に行使できた新株引受権を限

度としてこれを行使できる。

(3）新株引受権を付与された取締役又は従業員が権利行使しないで死亡したときは、その相続人が権利行使す

ることができる。

(4）対象者が、当社取締役又は従業員の地位を喪失後ただちに当社の子会社もしくは関連会社の従業員・取締

役もしくは監査役の地位を取得した場合、当社取締役又は従業員の地位喪失時に行使できた新株引受権を

限度にこれを行使できる。

(5）その他の事由による新株引受権の失効

対象者に法令又は当社内部規律に違反する行為があった場合又は対象者が当社と競業関係にある会社の

取締役、監査役、使用人となった場合等、新株引受権の付与の目的上対象者に新株引受権を行使させること

が相当でないとされる事由が生じた場合は、対象者に付与された新株引受権は直ちに失効し、その後新株

引受権を行使することができないものとする。
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　旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成17年６月28日定時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個）                            1,540（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）                        － 

新株予約権の目的となる株式の種類 　普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）                           1,540（注）２

新株予約権の行使時の払込金額（円）                          125,453（注）３

新株予約権の行使期間
　自　平成19年６月29日

　至　平成27年６月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　   125,453

資本組入額　  62,727

新株予約権の行使の条件 　(注）４

新株予約権の譲渡に関する事項   同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

　　　　２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により株式数を調整し、調整により生ずる１株未満の株式は

切り捨てることといたします。

　　　　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　　　　　　また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割もしくは

吸収分割を行う場合、当社は目的たる株式数の調整を行うものといたします。

　　　　３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により発行価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数

は切り上げることといたします。

調整後発行価額＝調整前発行価額×
１

分割・併合の比率

　　　　　　また、新株予約権発行後時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合（新株予約権並びに商法等

の一部を改正する法律（平成13年法律第128号）施行前の旧商法第280条ノ19第１項の規定による新株引受

権の行使による場合を除く）は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切

り上げることといたします。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　　　　４．主な行使条件等は下記のとおりであります。

(1）新株予約権者は、新株予約権の行使時において当社の取締役、監査役又は従業員であることを要する。但

し、任期満了による退任及び定年退職、その他正当な理由のある場合はこの限りではない。

(2）新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを承継できるものとする。

(3）新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものとする。

(4）その他の条件は、本株主総会及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で

締結する「新株予約権の割当に関する契約」に定めるところによる。

(5）新株予約権の譲渡については当社取締役会の承認を要するものとする。
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（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年７月１日～

 平成21年９月30日
－ 67,014 － 2,685,005 － 2,339,683

（５）【大株主の状況】

 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社シーテック 名古屋市瑞穂区洲雲町４丁目45番地　 9,946 14.84

ユービーエス　エージー　ロンドン

　アカウント　アイピービー　セグ

リゲイテッド　クライアント　アカ

ウント

（常任代理人　シティバンク銀行

株式会社）

　AESCHENVORSTADT 48 CH-40

02 BASEL SWITZERLAND

(東京都品川区東品川２丁目３番14号）

6,419 9.57

三愛通信設備株式会社 岐阜県高山市上岡本町５丁目579番地 3,459 5.16

マスプロ電工株式会社 愛知県日進市浅田町上納80番地　 3,180 4.74

株式会社中日新聞社 名古屋市中区三の丸１丁目６番１号　 3,060 4.56

財団法人古川会 名古屋市千種区池下町２丁目50番地　 2,500 3.73

株式会社ブロードネットマックス 東京都港区港南４丁目１番８号　 2,463 3.67

御園サービス株式会社 名古屋市北区平安２丁目15番56号 1,480 2.20

アーク証券株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目２番２号 1,273 1.89

名古屋鉄道株式会社 名古屋市中村区名駅１丁目２番４号　 1,068 1.59

計 － 34,848 52.00
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）     普通株式　67,014 67,014 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 　　　　　　　 67,014 － －

総株主の議決権 － 67,014 －

 

②【自己株式等】

　該当事項はありません。

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成21年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 60,400 55,000 61,000 60,300 67,000 68,300

最低（円） 54,500 51,900 53,500 55,500 59,000 61,200

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

(1）役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

代表取締役社長

最高業務執行責任者
－

代表取締役社長

最高業務執行責任者
営業本部長 加藤 篤次 平成21年10月21日

代表取締役専務

専務執行役員
管理本部長　

代表取締役専務

専務執行役員
人事・財務担当 髙主 福督 平成21年10月21日

取締役執行役員 メディア本部長　 取締役執行役員 編成制作担当 古川 為茂 平成21年10月21日

取締役執行役員
営業本部長兼営業

部長　
取締役執行役員

営業本部副本部長

兼営業部長
野島 伸司 平成21年10月21日

取締役執行役員
技術本部長兼技術

部長
取締役執行役員 技術部長 岡崎 哲也 平成21年10月21日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、当第２四半期連結会計期間（平成

21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30

日まで）に係る四半期連結財務諸表については、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けておりま

す。

　なお、従来から当社が監査証明を受けている監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日

をもって有限責任監査法人トーマツとなりました。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,339,917 1,456,993

受取手形及び売掛金 1,706,354 1,401,372

番組勘定 3,092 1,483

商品 1,578 1,359

未成工事支出金 ※1
 126,874 －

その他 555,210 558,938

貸倒引当金 △20,016 △20,290

流動資産合計 3,713,011 3,399,857

固定資産

有形固定資産

構築物（純額） ※3
 8,601,911

※3
 8,990,316

その他（純額） ※3
 1,964,556

※3
 1,806,408

有形固定資産合計 ※2
 10,566,468

※2
 10,796,725

無形固定資産 141,923 172,557

投資その他の資産 ※4
 408,389

※4
 396,121

固定資産合計 11,116,781 11,365,404

資産合計 14,829,793 14,765,262
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 852,331 808,843

短期借入金 100,000 100,000

未払法人税等 227,062 24,661

引当金 60,012 60,552

その他 1,880,769 1,694,903

流動負債合計 3,120,175 2,688,960

固定負債

社債 1,000,000 1,000,000

長期借入金 1,419,650 1,913,674

引当金 55,240 54,080

その他 69,985 70,780

固定負債合計 2,544,875 3,038,535

負債合計 5,665,051 5,727,495

純資産の部

株主資本

資本金 2,685,005 2,685,005

資本剰余金 2,339,683 2,339,683

利益剰余金 4,139,145 4,015,188

株主資本合計 9,163,833 9,039,877

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 908 △2,110

評価・換算差額等合計 908 △2,110

純資産合計 9,164,741 9,037,766

負債純資産合計 14,829,793 14,765,262
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 4,526,818 4,828,411

売上原価 2,862,359 2,953,947

売上総利益 1,664,459 1,874,464

販売費及び一般管理費 ※1
 1,316,686

※1
 1,391,423

営業利益 347,772 483,041

営業外収益

受取利息 2,431 368

受取配当金 1,760 604

負担金受入額 － 2,423

その他 4,344 4,485

営業外収益合計 8,535 7,882

営業外費用

支払利息 27,012 18,945

その他 4,653 1,975

営業外費用合計 31,666 20,921

経常利益 324,641 470,002

特別利益

投資有価証券売却益 324 －

特別利益合計 324 －

特別損失

前期損益修正損 － 6,612

固定資産除却損 6,516 －

投資有価証券評価損 6,680 －

特別損失合計 13,196 6,612

税金等調整前四半期純利益 311,769 463,389

法人税、住民税及び事業税 136,907 216,643

法人税等調整額 △3,272 △24,641

法人税等合計 133,635 192,002

四半期純利益 178,134 271,387
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 2,232,956 2,337,604

売上原価 1,439,418 1,455,610

売上総利益 793,537 881,994

販売費及び一般管理費 ※1
 671,557

※1
 679,596

営業利益 121,980 202,397

営業外収益

受取利息 2,423 306

負担金受入額 － 2,423

その他 2,666 2,018

営業外収益合計 5,090 4,748

営業外費用

支払利息 13,159 9,188

その他 1,223 897

営業外費用合計 14,382 10,086

経常利益 112,688 197,059

特別損失

固定資産除却損 6,065 －

投資有価証券評価損 6,680 －

特別損失合計 12,745 －

税金等調整前四半期純利益 99,943 197,059

法人税、住民税及び事業税 63,058 107,980

法人税等調整額 △20,228 △26,059

法人税等合計 42,830 81,921

四半期純利益 57,112 115,138
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 311,769 463,389

減価償却費 728,806 740,766

賞与引当金の増減額（△は減少） 320 △539

受取利息及び受取配当金 △4,191 △973

支払利息 27,012 18,945

固定資産除却損 6,516 －

投資有価証券評価損益（△は益） 6,680 －

売上債権の増減額（△は増加） 421,252 △311,906

たな卸資産の増減額（△は増加） － △128,702

仕入債務の増減額（△は減少） △61,648 43,488

未払金の増減額（△は減少） △40,947 △1,957

未払費用の増減額（△は減少） 25,963 28,910

未払消費税等の増減額（△は減少） △82,663 32,020

前受金の増減額（△は減少） △35,529 240,061

長期未払金の増減額（△は減少） △10,530 －

その他 △13,211 30,292

小計 1,279,600 1,153,794

利息及び配当金の受取額 4,191 973

利息の支払額 △27,618 △17,940

法人税等の支払額 △15,611 △16,390

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,240,561 1,120,436

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △499,356 △735,788

無形固定資産の取得による支出 △61,542 △3,140

長期前払費用の取得による支出 △5,759 △5,954

投資有価証券の取得による支出 △49 △60

投資有価証券の売却による収入 400 －

差入保証金の差入による支出 － △178

その他 128 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △566,179 △745,121

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △410,422 △344,422

リース債務の返済による支出 － △795

社債の償還による支出 △330,000 －

配当金の支払額 △147,242 △147,173

財務活動によるキャッシュ・フロー △887,664 △492,390

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △213,282 △117,075

現金及び現金同等物の期首残高 2,456,761 1,456,993

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 2,243,479

※1
 1,339,917
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１．会計処理基準に関する事項

の変更

(1）完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

    請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準によっておりまし

たが、第１四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準

第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第18号　平成19年２月27日）を適用し、第１四半期連結会計期間の

期首に存在する工事契約を含むすべての工事契約において当第２四半期連結会計期

間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基

準（工事の進捗率の見積りは工事完成数に応じた方法）を、その他の工事について

は工事完成基準を適用しております。

    この結果、従来の方法によった場合と比べ、売上高は622,177千円増加し、営業利

益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ534,360千円増加しており

ます。

    なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

【表示方法の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

　前第２四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりまし

た「たな卸資産の増減額（△は増加）」は重要性が増加したため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することと

しました。なお、前第２四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「たな卸

資産の増減額（△は増加）」は1,847千円であります。　　

　
当第２四半期連結会計期間　
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

　

（四半期連結貸借対照表）

　前第２四半期連結会計期間において、流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「未成工事支出金」は重要性

が増加したため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、前第２四半期連結会計期間の流動

資産の「その他」に含まれる「未成工事支出金」は50千円であります。　
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算

定方法

　当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度末に算定した貸倒実績率等

を使用して貸倒見積高を算定しております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　　該当事項はありません。

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

（受注損失引当金）

　第１四半期連結会計期間において、受注した契約に損失が見込まれることとなったため、当該損失見込額を受注損失引

当金として計上しております。なお、受注損失引当金は同一の契約に係る未成工事支出金と相殺表示しております。

　この結果、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ 23,187千円減少しております。

　また、セグメント情報に与える影響は、該当箇所に記載しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　損失が見込まれる受注契約に係る未成工事支出金は、

これに対応する受注損失引当金23,187千円を相殺表示

しております。

　　                 ─────

※２　有形固定資産の減価償却累計額 ※２　有形固定資産の減価償却累計額

　 15,840,182　千円 　 15,140,399　千円

※３　国庫補助金等により固定資産の取得価額から控除し

た圧縮記帳の累計額は次のとおりであります。

※３　国庫補助金等により固定資産の取得価額から控除し

た圧縮記帳の累計額は次のとおりであります。

建物及び構築物 1,123,552千円

機械装置及び運搬具 25,779 

建物及び構築物 1,123,552千円

機械装置及び運搬具 25,779 

※４　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 △14,039千円

※４　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 △16,004千円

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給料及び手当 262,344千円　

賞与引当金繰入額　 55,276 

退職給付費用 4,897 

貸倒引当金繰入額 5,301 

給料及び手当 263,414千円　

賞与引当金繰入額　 55,761 

退職給付費用 5,021 

貸倒引当金繰入額 6,650 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給料及び手当 131,357千円　

賞与引当金繰入額　 27,578 

退職給付費用 2,352 

貸倒引当金繰入額 6,941 

給料及び手当 128,782千円　

賞与引当金繰入額　 27,837 

退職給付費用 2,656 

貸倒引当金繰入額 3,396 

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び現金同等物の四半期末残高2,243,479千円

は、現金及び預金の残高と一致しております。

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び現金同等物の四半期末残高1,339,917千円

は、現金及び預金の残高と一致しております。
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平

成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 67,014株

２．配当に関する事項

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月24日

定時株主総会
普通株式 147,430 2,200平成21年３月31日平成21年６月25日利益剰余金

　

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）

 
放送サービス事

業（千円）

通信関連事業

（千円）

映画興行事業

（千円）

計

（千円）

消去又は全社

（千円）

連結

（千円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 1,726,802331,168 174,9852,232,956 － 2,232,956

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － 10,866 10,866 △10,866 －

計 1,726,802331,168 185,8512,243,822△10,866 2,232,956

営業利益 55,541 116,831 19,235 191,607 △69,627 121,980

当第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

 
放送サービス事

業（千円）

通信関連事業

（千円）

映画興行事業

（千円）

計

（千円）

消去又は全社

（千円）

連結

（千円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 1,874,076318,828 144,6992,337,604 － 2,337,604

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － 10,745 10,745 △10,745 －

計 1,874,076318,828 155,4452,348,350△10,745 2,337,604

営業利益 124,717 135,294 2,955 262,967 △60,569 202,397
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前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

 
放送サービス事

業（千円）

通信関連事業

（千円）

映画興行事業

（千円）

計

（千円）

消去又は全社

（千円）

連結

（千円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 3,557,788668,355 300,6754,526,818 － 4,526,818

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － 18,643 18,643 △18,643 －

計 3,557,788668,355 319,3184,545,461△18,643 4,526,818

営業利益 212,122 244,692 21,110 477,926△130,153 347,772

当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

 
放送サービス事

業（千円）

通信関連事業

（千円）

映画興行事業

（千円）

計

（千円）

消去又は全社

（千円）

連結

（千円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 3,864,920651,160 312,3314,828,411 － 4,828,411

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － 18,711 18,711 △18,711 －

計 3,864,920651,160 331,0424,847,123△18,711 4,828,411

営業利益 366,927 275,978 11,464 654,371△171,330 483,041

　（注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要なサービス

　当社グループでは、放送サービス事業、通信サービス事業、ネットワーク事業、及び映画興行事業を行っており

ますが、放送サービス事業及び映画興行事業を独立区分し、通信サービス事業とネットワーク事業を合わせて

通信関連事業としております。

２．会計処理の方法の変更　

　当第２四半期連結累計期間

　　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」１．（１）に記載のとおり、第１四半期連

結会計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年２月27日）を適用しております。

　　この結果、従来の方法によった場合と比べ、売上高、営業利益は「放送サービス事業」でそれぞれ622,177千円、

534,360千円増加しております。なお、「通信関連事業」、「映画興行事業」への影響はありません。

３．追加情報 

　前第２四半期連結累計期間

　「追加情報（有形固定資産の耐用年数の変更）」に記載のとおり、平成20年度の法人税法改正を契機に有形

固定資産の耐用年数を見直し、第１四半期連結会計期間より機械装置の一部について耐用年数を変更しており

ます。

　この結果、従来の方法によった場合と比べ、営業利益は「通信関連事業」が5,373千円、「映画興行事業」が

178千円増加しております。「放送サービス事業」への影響はありません。

 

　当第２四半期連結累計期間

  　「追加情報（受注損失引当金）」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間において、受注した契約に損失が

見込まれることとなったため、当該損失見込額を受注損失引当金として計上しております。なお、受注損失引当

金は同一の契約に係る未成工事支出金と相殺表示しております。

　  この結果、営業利益は、「放送サービス事業」で23,187千円減少しております。「通信関連事業」、「映画興行

事業」への影響はありません。 
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【所在地別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平

成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。　

【海外売上高】

　前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平

成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　海外売上高がないため該当事項はありません。

　

（有価証券関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）において前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認めら

れないため記載を省略しております。

（デリバティブ取引関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）において前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認めら

れないため記載を省略しております。

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 136,758.62円 １株当たり純資産額 134,863.86円

２．１株当たり四半期純利益金額

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 2,658.18
円

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　

１株当たり四半期純利益金額 4,049.71
円

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益（千円） 178,134 271,387

普通株主に帰属しない金額（千円） 　　　　　　　　－ 　　　　　　　　－ 

普通株式に係る四半期純利益（千円） 178,134 271,387

期中平均株式数（株） 67,014 67,014

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

　－ 　－

　

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 852.25
円

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　

１株当たり四半期純利益金額 1,718.13
円

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益（千円） 57,112 115,138

普通株主に帰属しない金額（千円） 　　　　　　　　－ 　　　　　　　　－

普通株式に係る四半期純利益（千円） 57,112 115,138

期中平均株式数（株） 67,014 67,014

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

　－ 　－
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（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

（リース取引関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）において前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認めら

れないため記載を省略しております。
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２【その他】

　該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月12日

　スターキャット・ケーブルネットワーク株式会社

   　   取   締   役   会 　 御　中           

監査法人　ト　ー　マ　ツ

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 服部　則夫　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 後藤　隆行　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているスターキャット・

ケーブルネットワーク株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、スターキャット・ケーブルネットワーク株式会社及び連結子会社の平成

20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並

びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。

　

追記情報

　重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成20年10月16日開催の取締役会において、重要な設備投資計画を決議している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲には、ＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月５日

　スターキャット・ケーブルネットワーク株式会社

   　   取   締   役   会 　 御　中           

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 服部　則夫　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 後藤　隆行　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているスターキャット・

ケーブルネットワーク株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、スターキャット・ケーブルネットワーク株式会社及び連結子会社の平成

21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並

びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。

　

追記情報　

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四半期連結会計期

間より「工事契約に関する会計基準」を適用しているため、この会計基準により四半期連結財務諸表を作成している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲には、ＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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